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要       旨 

 

１ 作成の背景 

我が国は、現世代と次世代をタバコの使用とタバコ煙への曝露から守る国際条約、「た

ばこの規制に関する世界保健機関（WHO）枠組条約」（FCTC、たばこ規制枠組条約）を平

成 16（2004）年に批准した。FCTC は平成 17（2005）年に発効し、締約国は条約の各条

項を履行することが国際的な責務となっている。一方、平成24（2012）年に閣議決定さ

れた第2期「がん対策推進基本計画」では、10年後の数値目標として、成人喫煙率12％、

未成年喫煙率0％、受動喫煙曝露機会の減少（行政機関と医療機関、職場0％、家庭3％、

飲食店15％）等が定められた。 

 

２ 現状及び問題点 

喫煙のみならず、受動喫煙により多くの致死的な疾患が引き起こされることは、科学

的に明白である。FCTCの第8条では、公共の場においてタバコ煙にさらされることから

人々を保護するための立法上の措置をとることが求められ、世界の多くの国や地域が、

職場や多数の人が出入りする公共の場での喫煙を法律や条例で禁止している。 

また、平成22（2010）年７月には、国際オリンピック委員会（IOC）とWHOは健康的

なライフスタイルとタバコのないオリンピックを目指す合意文書にも調印した。こうし

た経緯の下、近年のオリンピック開催都市では、すべて罰則付きの受動喫煙防止法や条

例が整備され、さらに国レベルの法整備にまで発展している。 

平成32（2020）年に東京でオリンピック・パラリンピックを開催することが決定され、

この機に東京都でも公共の場での受動喫煙防止対策についての審議が始まった。しかし、

都知事の当初の条例化への意欲にも拘わらず、都議会や関係業界等の反対を受け、都の

検討会では条例化は困難という座長案が一旦は提出された。しかし、最終回の検討会（平

成27（2015）年3月30日）では合意には至らず、条例化を含めた受動喫煙防止のため

の都市ビジョンと強いメッセージを求める意見が多数出て延期されるという、異例の状

態となった。 

 

３ 提言の内容 

今日、一部の発展途上国を除き、世界の多くの国が公共の場での喫煙を禁止し、法律

や条例により「すべての人々をタバコの煙にさらされることから守る」ことが国際常識

となっている。平成32（2020）年の東京には、このように公共の場での禁煙が当たり前

になった海外の国々から多くの選手や観客が訪問することから、現状のような環境では

国際的な理解は得られず、近年のオリンピックの禁煙化の流れに逆行することになる。

こうした世界の状況に鑑み、またオリンピックというスポーツを通して青少年の健全な

育成を図る場を設けるにあたり、平成32（2020）年の東京で開催されるオリンピック・

パラリンピックまでに、東京都は速やかに国際都市に相応しい、国際水準を満たした公

共の場での受動喫煙を防止するための法整備（条例化）を行うよう緊急提言する。 
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１ はじめに 

現世代と次世代をタバコの使用とタバコ煙への曝露から守る国際条約、「たばこの規制

に関する世界保健機関（WHO）枠組条約」（FCTC、たばこ規制枠組条約）は、我が国も平

成16（2004）年に批准し、平成17（2005）年2月27日に発効してちょうど10年になる

[1]。この間、日本学術会議は５回にわたり、脱タバコ社会（タバコフリー社会）の実現

に向けて報告及び提言を発出してきた[2-6]。その提言の一部は、国においてはタバコ税

の値上げや禁煙支援体制の拡充、地方自治体においては２県（神奈川県と兵庫県）にお

ける受動喫煙防止条例の制定という形で実を結び、さらに平成24（2012）年に閣議決定

された第2期「がん対策推進基本計画」では、10年後の数値目標として、成人喫煙率12％、

未成年喫煙率0％、受動喫煙曝露機会の減少（行政機関と医療機関、職場は0％、家庭3％、

飲食店15％）等が定められたところである。 

 

２ 現状及び問題点 

喫煙のみならず、受動喫煙により、肺がんや虚血性心疾患、呼吸器疾患等多くの致死

的な疾患が引き起こされることは、国際的に権威のある機関の報告書（WHO国際がん研

究機関［7］や米国公衆衛生総監報告書［8］等）に示されたように科学的に明白である。

FCTCの第8条では、公共の場においてタバコ煙にさらされることからすべての人々を保

護するための立法上の措置をとることが求められ、我が国はそのガイドライン[9]の策定

にも合意している。180ヵ国以上が批准したこの条約の下、すでに世界の多くの国や地

域が職場や多数の人が出入りする公共の場での喫煙を法律や条例で禁止している。この

法制度を導入した国々では、制度導入の前後[10]あるいは未導入の近隣の国や地域と比

較して[11]、心筋梗塞や呼吸器疾患の患者が著しく減り、その健康への正の効果が明ら

かになっている。そしてこの患者減少は受動喫煙の機会の減少のみならず、禁煙に踏み

切る喫煙者の増加による効果だと検証されている。一方、喫煙区域を設けるいわゆる分

煙は費用がかかることに加えて、受動喫煙を完全には防止できず、喫煙者も吸い続ける

ため、公衆衛生上の効果は認められない[参考資料２]。 

ところで、国際オリンピック委員会（IOC）は、昭和63（1988）年のカルガリ大会以

降、オリンピックにおける禁煙方針を採択し、競技会場の禁煙化とともにタバコ産業の

スポンサーシップを拒否してきた。さらに、平成22（2010）年７月にWHOと IOCは健康

的なライフスタイルとタバコのないオリンピックを目指す合意文書にも調印している

[12]。 その内容は、オリンピックはスポーツの祭典であることから、健康的な環境の下

で実施されなければならないとし、オリンピック開催都市はスモークフリーの環境を整

備しなければならないことが謳われている。こうした経緯の下、これまでバルセロナ、

アトランタ、シドニー、アテネ、北京、ロンドン、ソチという歴代オリンピック開催都

市では、すべて罰則付きの受動喫煙防止法や条例が整備され、さらに国レベルの法整備

に発展している。これから開催される平成28（2016）年のリオデジャネイロや平成30

（2018）年の平昌も同様であり、特に韓国ではすでに全国レベルでの禁煙法が制定され

たところである[参考資料３]。 
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このたび、東京で平成32（2020）年にオリンピック・パラリンピックを開催すること

が決定され、この機に東京都でも公共の場での受動喫煙防止対策について有識者による

審議が始まった。しかし、都知事の当初の条例化への意欲にも拘わらず、都議会や関係

業界等の反対を受け、都の検討会では条例化は直ちには困難であるため、現行ガイドラ

インの強化とともに、過渡的に財政支援による分煙を推進すべきであるとの結論が導き

だされようとした[13]。都条例制定に反対する議論には、都ではなく国が法律を定める

べきとするものがあり、神奈川県や兵庫県で受動喫煙防止条例が制定されているにも拘

わらず、座長のまとめ案では自治体の条例制定権の限界も主張された。条約締約国とし

て国の法律で受動喫煙を防止することの重要性は言うまでもないが、オリンピック・パ

ラリンピックの開催都市である東京都が諸外国の開催都市と同様に、都民や来訪者の受

動喫煙を防止する条例を、他県にならい罰則をつけて制定すること自身が重要であるこ

とを見逃してはならない。また分煙を推進すればよいという意見に対しては、それでは

受動喫煙を防止できないということだけでなく、世界のタバコによる健康障害防止の流

れを阻害するものとなることも指摘したい。検討会では最終回に予定された平成27

（2015）年3月30日には、座長のまとめ案に対する異論が噴出して合意には至らず、受

動喫煙防止のための条例化を含む都市ビジョンと強いメッセージを求める意見が多数出

て、異例の延期措置となった。 

 

３．提言 

 以上、述べたように今日一部の発展途上国を除き、世界の多くの国が公共の場での喫

煙を禁止し、法律や条例により「すべての人々をタバコの煙にさらされることから守る」

ことが国際常識となっている。平成32（2020）年の東京には、このように公共の場での

禁煙が当たり前になった海外の国々から多くの選手や観客が訪問することから、現状の

ような受動喫煙にさらされる環境では国際的な理解は得られないばかりか、近年のオリ

ンピック禁煙化の流れに逆行することになる。こうした世界の状況に鑑み、またオリン

ピックというスポーツを通して青少年の健全な育成を図る場を設けるにあたり、平成32

（2020）年の東京で開催されるオリンピック・パラリンピックまでに、東京都は速やか

に国際都市に相応しい都市ビジョンとして、公共の場での受動喫煙を防止するための法

整備（条例化）を行うよう緊急提言する。 
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＜参考資料１＞ 健康・生活科学委員会・歯学委員会合同脱タバコ社会の実現分科会 

審議経過 

 

平成26（2014）年 

  12月 26日 日本学術会議第206回幹事会 

○委員決定 

平成27（2015）年 

   1月 26日 分科会（第１回） 

○審議事項、委員長決定 

   3月 4日  分科会（第２回） 

○副委員長、幹事、特任連携会員決定 

○今季の活動方針 

   3月 23日 分科会 

○提言について 

 ○月 ○日 日本学術会議第○○○回幹事会 

        ○提言「東京都受動喫煙防止条例の制定を求める緊急提言」(案) 

承認予定 
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＜参考資料２＞ 

 行政指針により、効果の高い分煙のために満たすべき「一定の要件」と定められた、「排

気装置により出入口で0.2 m/s 以上の一定の空気の流れを発生させる」機能を持った喫煙

室の内（右側写真：グラフ細線）と外（左側写真：グラフ太線）での微細粒子＝PM2.5測定

結果。右側写真の喫煙室からは縦に3台並んだ換気扇で写真奥の外ベランダに向け排気を

行っているが、喫煙室内部が50μg/m3以上の高値になるたびに、手前の喫煙室外廊下（左

側写真）にPM2.5が漏れ出しており、分煙では効果がないことを示している[14]。 
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＜参考資料３＞  

オリンピック開催都市の禁煙状況[15]（一部改変） 

 

開催年 開催都市（国） 根拠・制定

年 

開催決定

年 

内 容 罰則

2004 アテネ（ギリシャ） 法、2000 1997 禁煙（医療、飲食店、職場

等） 

有 

2006 トリノ（イタリア） 法、2005 1999 禁煙（医療）、分煙（官公

庁、教育、飲食店等） 

有 

2008 北京（中国） 条例、2008 2001 禁煙（医療、教育）分煙（官

公庁、飲食店等） 

有 

2010 バンクーバー（カ

ナダ） 

州法、2008 2003 禁煙（公共施設、職場、飲

食店等） 

有 

2012 ロンドン（英国） 法、2006 2005 禁煙（公共施設、飲食店等） 有 

2014 ソチ（ロシア） 法、2013→

2014（例外

なし） 

2007 禁煙（官公庁、医療施設、

教育施設）、飲食店等は例

外だったが経過措置 

有 

2016 リオデジャネイロ

（ブラジル） 

州法、2009 2009 禁煙（公共施設、飲食店等） 有 

2018 平昌（韓国） 法、2015 2011 禁煙（公共施設、飲食店等） 有 

 

 

                           
 


